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図-1 超音波処理による再基質化の概念図 
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図-2 曝気槽周りの物質収支と反応の基礎式 

超音波を用いた余剰汚泥削減型排水処理システムのモデル化 
 

大阪工業大学大学院    学生会員 ○菊川哲生  
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１．はじめに 

著者ら 1)は、既往の研究において、低負荷で運転して

いる排水処理システムに超音波を適用した場合、超音波

照射後に残存する固形物が曝気槽内で分解されるため、

結果として、超音波処理によって可溶化される量以上に

汚泥が削減されることを報告した。 

本研究では、与えられた任意の操作条件から汚泥削減

率を事前に推定するため、固形物の分解過程を考慮に入

れた汚泥削減型排水処理システムのモデル化を試みた。

回分実験より動力学パラメータを求め、超音波処理倍量

およびHRT（TOC容積負荷）と汚泥削減率の関係をシミ

ュレーションし、連続実験より得られた汚泥削減率と比

較することで、提案したモデルの妥当性を検討した。 

２．解析モデルと動力学パラメータ 

図-1に、超音波処理に伴う再基質化の概念を示す。超

音波処理後の汚泥は、曝気槽内に返送した際、汚泥とし

て増殖する未基質化成分（α）と基質として分解される

再基質化成分（β）に大きく分類され、さらに再基質化

成分は、その大きさ（1.2µm）により、懸濁成分（η）と

溶解成分（δ）に分類される。超音波処理後の懸濁成分が

有する rrおよび Krを粒径毎に調べた結果、粒径 125µm

を境に大きく異なったことから、本解析では、125µm～

1.2µmを再基質化懸濁成分と仮定した。図-2に、曝気槽

周りの物質収支と反応の基礎式を示す。基質の分解は、

いずれもMonod型反応式【dS/dt=-k･S/(Ks+S)･X】に従う

と仮定し、流入成分、再基質化懸濁成分および再基質化

溶解成分のいずれを基質とした場合においても、汚泥の

自己酸化率 bは一定と仮定した。 

また、超音波処理汚泥を用いて馴致した汚泥（初期濃

度 4,000mg/L）に、流入成分、再基質化懸濁成分および

再基質化溶解成分を有効容量 1.5 Lとなるようそれぞれ

投入し、回分実験を行った。MLSS および DOC の測定

結果を用いて L-Bプロットを行い、各基質分解時におけ
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表-1 シミュレーションに用いたパラメータ値 

b：自己酸化率 0.033

○1：流入成分 a1：流入基質汚泥転換率（kg-SS/kg-TOC） 1.64

k1：流入基質分解速度（1/day） 4.17

Ks1：流入基質飽和定数（mg/L） 442

○2：再基質化溶解成分 a2：再基質溶解成分汚泥転換率(kg-SS/kg-TOC） 8.99

k2：再基質溶解成分分解速度（1/day） 0.47

Ks2：再基質溶解成分飽和定数（mg/L） 51

○3：再基質化懸濁成分 （a3-1）・k3：(kg-SS/kg-SS・1/day） -0.038

Ks3：再基質懸濁成分飽和定数（mg/L） 1211

表-2 解析条件および超音波処理条件  

解 析 実 測
曝 気 槽 容 量 （ L ） 2 0 2 5 o r 1 7
M L S S (m g / L ) 4 0 0 0 3 1 5 4～ 4 6 3 2

β ：β δ 0 .7 ： 0 .0 7 ※ ―

      ※粒径分布の実測値（150W，5min）より推定 
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図-3 超音波処理倍量と汚泥削減率の関係（HRT=24 hr） 
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図-4 HRT (TOC容積負荷)と汚泥削減率の関係（処理倍量＝2倍）

る a、b、kおよび Ksをそれぞれ算出した。表-1に、算出

した動力学パラメータを示す。算出した動力学パラメータ

を用い、表-2に示す条件で解析を行うとともに、解析結果

を既往の研究２）により得られた実測値と比較した。 

３．解析結果および考察 

図-3に、超音波処理倍量（対照系運転時に発生する余剰

汚泥量を 1倍量とした時の超音波処理量）と汚泥削減率の

関係（HRT＝24 hr）を示す。これによると、解析値および

実測値のいずれも、処理倍量が小さい範囲では、処理倍量

の増加に伴って汚泥削減率は高くなったが、処理倍量が 2

倍を超過すると、処理倍量の増加に伴って汚泥削減率は低

下した。これは、最大の汚泥削減率を得るには、適切な処

理倍量が存在することを意味しており、処理倍量が過剰な

場合、曝気槽内における再基質懸濁成分の占める割合が未

基質成分に比べて相対的に増加するため、これに伴って再

基質懸濁成分の分解率が低下したことが要因と考えられる。 

次に、図-4に、HRT(TOC容積負荷)と汚泥削減率の関係

（処理倍量＝2 倍）を示す。これによると、解析値および

実測値のいずれも、解析を行ったHRT＝8～24 hr の範囲で

は、HRTが長くなるにつれて汚泥削減率はほぼ直線的に向

上し、処理倍量が一定の場合、汚泥削減率はHRTに強く依

存することが示唆された。超音波を用いた余剰汚泥削減型

排水処理システムの場合、超音波処理を行っても大部分は

可溶化せず、懸濁態として残存するため、同システムにお

いて得られる汚泥削減率は、残存する懸濁成分（再基質化

懸濁成分）の曝気槽内での分解率に強く依存する。HRTが

長い場合、汚泥増殖量が少なく、これらの分解に必要なSRT

が容易に確保されたことが、汚泥削減率が向上した要因と

考えられる。 

以上のことから、解析結果は、実測結果の傾向をほぼ的

確に表現していることが確認され、余剰汚泥削減のために

超音波を適用する場合、適切な処理倍量と生物処理操作条

件（HRTまたは容積負荷）の設定は、高い汚泥削減率を達

成する上で重要であることが、解析結果からも示された。 

４．おわりに 

 解析結果は、超音波処理倍量およびHRT（TOC容積負荷）と汚泥削減率の関係を的確に表しており、提案したモデル

の妥当性が示された。今後は、パラメータの算出方法について検討を加え、モデルの精度を高める必要があると考えら

れる。最後に、本研究に協力頂いた関係の卒業生に対し、心より感謝の意を表します。 
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